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第3-12表 労働者に占める派遣労働者の割合
Table 3-12: Temporary agency workers as a proportion of total workforce

2005年 2010 2015 2016 2017 2018 2019 2020

% 

日本 1.7 1.5 2.0 2.0 2.4 2.0 2.3 2.3 JPN

アメリカ 2.2 1.8 2.2 2.1 2.1 2.0 2.0 1.6 USA

カナダ － 0.6 0.7 － － － － － CAN

イギリス 4.2 3.0 3.8 4.1 5.1 3.4 3.0 2.9 UK

ドイツ 1.2 2.0 2.4 2.4 1.9 2.4 1.9 1.7 DEU

フランス 2.3 2.0 2.1 2.2 2.6 2.9 2.9 2.3 FRA

イタリア 0.7 0.9 1.2 1.3 1.2 1.6 1.5 1.2 ITA

オランダ 2.2 2.5 3.0 3.3 3.3 3.3 3.0 2.6 NLD

ベルギー 1.8 1.9 2.2 2.4 2.5 2.5 2.4 2.1 BEL

ルクセンブルク 2.1 1.9 2.8 3.0 － － 1.2 0.4 LUX

デンマーク 0.6 0.8 0.8 － 0.9 0.8 0.4 0.2 DNK

スウェーデン 0.7 1.3 1.5 － 1.1 2.0 2.0 1.2 SWE

フィンランド 0.7 0.9 1.2 1.3 1.6 1.6 1.6 0.5 FIN

ノルウェー 0.6 0.9 1.1 1.1 1.3 1.1 1.0 1.1 NOR

オーストリア 1.2 1.6 1.8 － 1.8 2.0 1.7 1.7 AUT

スペイン 0.7 0.5 0.6 0.5 0.7 0.8 0.8 0.7 ESP

ポルトガル 0.9 1.7 2.0 － － － 1.1 0.4 PRT

韓国 0.3 0.4 － － － － － － KOR

オーストラリア － 2.7 3.6 － 2.7 2.7 2.7 2.0 AUS

ニュージーランド 0.5 0.3 3.3 － － 1.5 1.4 2.6 NZL

ブラジル － 1.0 0.8 0.8 0.6 0.5 1.8 0.3 BRA

メキシコ － 0.1 0.9 － － － － － MEX

出典： The World Employment Confederation（2022.2）Economic Report 2022 及び各年版
注：

 参考：労働力調査を用いた場合の日本の派遣労働者割合
 Reference: Proportion of temporary agency workers based on Japanese Labour Force Survey

2015年 2018 2019 2020 2021

% 

役員を除く雇用者に占める派遣労働者の割合 a) 2.4 2.4 2.5 2.5 2.5
就業者に占める派遣労働者の割合 b) 2.0 2.0 2.1 2.1 2.1

a) % of total employee, excl. executive of company or corporation; b) % of total employed person.

出典： 総務省統計局（2022.2）「労働力調査（基本集計）」
注： 表中の派遣労働者は, 「労働者派遣事業所の派遣社員」を指す。割合はJILPTによる算出。

Agency work penetration rate. 常用雇用換算された派遣労働者の従業者総数に占める割合。国によって定義等が異なる場合
があるので、較には注意を要する。
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第3-13-1表 勤続年数別雇用者割合
Table 3-13-1: Composition of employees by length of service

1-2 3-4 5-9 10-14 15-19

% 

日本 1) 7.3 14.8 11.7 19.4 14.1 10.1 22.6 JPN

アメリカ 2) 24.3 10.9 17.9 19.9 9.7 6.4 10.8 USA

1-5
6-11か月
6-11mos.

1-2年
1-2yrs.

3-4 5-9

アメリカ 3) － 13.0 9.2 12.7 17.8 19.3 28.0 USA

カナダ － 11.0 8.2 20.7 13.1 17.0 30.0 CAN

イギリス 1.3 8.3 6.2 21.0 14.8 17.8 30.6 UK

ドイツ 2.936.542.74.66.1 DEU

フランス 6.247.040.76.72.2 FRA

イタリア 6.843.830.56.66.1 ITA

オランダ 4.132.740.90.013.2 NLD

ベルギー 3.349.249.53.66.1 BEL

デンマーク 8.522.258.90.012.2 DNK

スウェーデン 8.923.159.79.81.2 SWE

フィンランド 7.137.546.80.110.3 FIN

ノルウェー 1.134.457.73.65.0 NOR

スペイン 1.241.930.72.96.2 ESP

韓国 6.5 14.1 10.5 21.3 11.5 14.9 21.3 KOR

出典： 日本：厚生労働省（2022.3）「2021年賃金構造基本統計調査」
アメリカ（上段）：連邦労働統計局(BLS)（2022.9）Employee Tenure in 2022
その他：OECD (https://stats.oecd.org/) “Employment by job tenure intervals” 2022年10月現在

注 1) 2021年6月末時点における、民営事業所の常用労働者が対象。短時間労働者を除く。JILPTにて算出。
2) 2022年1月現在。1年以上3年未満の欄は、JILPTによる算出。
3) OECDによる2020年の数値。

1か月未満
less than 1 month

1年未満
less than 1 year

20年以上
20 or more years

10年以上
10 or more years

14:51 32/2/3202)TPLIJ( 構機修研・究研策政働労

 2021年

２
稿

138

１ 

経
済・経
営

２ 

人
口
・

労
働
力
人
口

３ 

就
業
構
造
４ 

失
業
・
失
業

保
険
・
雇
用
調
整

５ 

賃
金
・

労
働
費
用

６ 

労
働
時
間
・

労
働
時
間
制
度
７ 

労
働
組
合
・
労
使

関
係
・
労
働
災
害

８ 

教
育
・

職
業
能
力
開
発
９ 

勤
労
者
生
活
・

福
祉

参　
考

データブック国際労働比較2023｜労働政策研究・研修機構 (JILPT)




